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会　　長　谷村隆三
セクシュアルハラスメントに関する重点相談の実施について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　さて、長崎労働局雇用均等室では、男女雇用機会均等法に関する事業主や労働者等からの相談を受け付けているところでありますが、相談内訳を見ると、職場におけるセクシュアルハラスメントに関する相談が最も多く、全体の６４．４％を占めており、また、労働者から寄せられたセクシュアルハラスメントに関する相談の具体的内容を見ると、社長や上司からの被害を受けた事例が７割を占めるなど、セクシュアルハラスメント対策を講ずべき立場の管理職の認識が未だ十分ではない状況にあるものと考えられます。

　職場におけるセクシュアルハラスメント対策につきましては、平成１９年４月１日より施行された改正男女雇用機会均等法において、事業主に対し、その防止のための雇用管理上必要な措置を講ずることが義務づけられたところですが、多くの事業場においては、形式的には防止措置が講じられているものの、実際にセクシュアルハラスメントが生じた場合に労働者が相談窓口を利用しづらいなど、防止措置が適切に機能していない事例や、労働者からの相談があったにもかかわらず、その後の迅速かつ適切な対応がなされていないなどの状況が未だ見受けられているところであります。
　長崎労働局では、こうした事態を踏まえ、あらゆる機会をとらえて、事業主の皆様に、職場におけるセクシュアルハラスメントの防止について実効ある措置を講じていただくよう啓発活動をしているところですが、今般、毎週水曜日、金曜日を、セクシュアルハラスメントに関する重点相談日として専門の相談員を配置し、事業主や労働者に対するきめ細かな相談・援助が実施されることとなりました。
　職場におけるセクシュアルハラスメントは、労働者の個人としての尊厳を不当に傷つけ、能力発揮を妨げるだけでなく、企業にとっても職場秩序や業務の遂行が阻害され、社会的評価にも影響を与える問題であります。

　つきましては、標記重点相談の実施について、同室長より別添のとおり周知依頼がまいっておりますので、貴支部会員へご周知方よろしくお願い申し上げます。
　また、別添資料をご参考までに１部ずつ送付いたしますことと、同資料は、厚生労働省ホームページ（下記参照願います。）にも掲載されておりますことを申し添えます。

☆ 厚生労働省ホームページ　　http://www.mhlw.go.jp/index.html
　 〈行政分野ごとの情報〉の中の

　　・雇用均等・両立支援・パート労働　をクリック

〈別添資料〉

1 男女雇用機会均等法のあらまし

2 事業主の皆さん　職場のセクシュアルハラスメント対策はあなたの義務です！！

3 パートタイム労働法が変わりました！

4 一般事業主行動計画策定のポイント

5 次世代育成支援対策推進法に基づく認定を希望される事業主の皆様へ
